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Ⅰ．　は　じ　め　に

　我が国では高齢化に伴って認知症の人の数が増加
すると推計されている。2022 年に実施された調査で
は 2022 年に 443 万人（65 歳以上高齢者における認
知症の人の割合 12.3％）であった認知症の人の数が
2040 年には 584 万人（同割合 14.9％）に増加するこ
とが報告されている。認知症の前段階とされる軽度
認知障害の人の数は 2022 年に 558 万人と推計され，
認知症の人の数と合わせると 65 歳以上高齢者の約 4
人に 1人が認知症の人又はその予備軍とも言われて
いる。
　広島県においては認知症の人の数は 2040 年には
2020 年の 1.29 倍となり，65 歳以上の高齢者の 5人
に 1人になることが見込まれている。
　このように，認知症が身近にみられるようになっ
てきたことを踏まえ，認知症の人の意思が尊重され，
できる限り住み慣れた地域のよい環境で自分らしく
暮らし続けることができる社会の実現が重要な社会
課題であると考えられる。
　令和元年にとりまとめられた「認知症施策推進大
綱」および令和 3年 4月に策定された「第 8期ひろ
しま高齢者プラン」では認知症施策の二つの軸とし
て「共生」と「予防」が示された。本委員会では，
認知症施策の状況把握や効果検証，課題抽出等に資
する調査・研究，モデル事業等を実施する。

Ⅱ．　令和 6年度の成果

　 「介護支援専門員を対象とした学習ニーズの調査や
学習・研修プログラムの開発」：
　今年度はこれまで継続的に実施してきた取組の検
証を行った。
　これまでに実施した取組の概要を図 1に示す。
　令和 3年度には広島県介護支援専門員協会に所属
する介護支援専門員を対象としたアンケート調査（回

答数 677 名）を実施し，介護支援専門員における研
修・教育ニーズについて調査を実施すると共に，介
護支援専門員に必要と考えられる認知症関連の知識・
スキルを KSAフレームワーク（K：知識，S：スキ
ル，A：態度）に沿って整理した（図 2）。
　さらに，調査結果に基づいて認知症の人に対する
ケアマネジメントを自己評価するための尺度「認知
症高齢者に対するケアマネジメント実践自己評価尺
度」の開発を実施した（図 3）。その成果は日本老年
精神医学会の機関紙である Psychogeriatricsに発表
した。
　さらに，令和 4年度からは介護支援専門員を対象
とした認知症ケアマネジメントの質の向上を目指し
た研修をオンラインで開催してきた（図 4）。
　研修は広島県介護支援専門員協会に所属する主任
介護支援専門員を対象として講義とグループワーク
を組み合わせた形式で実施した。テーマは令和 3年
度に実施した調査票調査においてニーズの高かった
ものの中から，広島県介護支援専門員協会と協議し
て選定した。
　調査の前，実施直後，3ヶ月後に参加者全員に対し
て「認知症高齢者に対するケアマネジメント実践自
己評価尺度」を実施し，効果を検証した（図 5～7）。
　介入の効果として，第 1因子：認知症のケア手法
のパーソンセンタードケア（6項目），第 2因子：疾
患特性，治療やケアへの理解（4項目），第 3因子：
認知症の人への理解と特性に応じたケアマネジメン
ト（5項目），第 4因子：認知症の人を取り巻く地域
資源の活用（3項目）に関して経過を評価したが，
いずれの因子においても研修前が最も低く，研修後
に増加し，3ヶ月後においてはさらに増加していた。
この結果から，認知症に特化した研修を行うことで，
認知症の人に対するケアマネジメントの自己効力感
は改善し，その改善の効果は 3ヶ月後まで持続する
ことが示唆された。さらに，こうした改善効果はテー
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図 1　介護支援専門員を対象とした学習ニーズの調査や学習・研修プログラムの開発の取組

図 2　介護支援専門員に必要と考えられる認知症関連の知識・スキル

（　　）108



図 3　認知症の人に対するケアマネジメント実践自己評価尺度

図 4　介護支援専門員向け認知症向けケアマネジメントの質の向上を目指した研修概要
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図 5　令和 4年度第 1回研修の検証結果

図 6　令和 5年度第 1回研修の検証結果
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マを変えても一貫してみられていた。
　これはテーマ選定にあたって介護支援専門員を対
象としたアンケート調査において教育・研修ニーズ
が高いもの，すなわち現場におけるニーズが高いも
のを選択したこと，研修として現場に活かせる内容
を意識したものとして準備したことが影響している
と思われる。また，参加者の要件として主任介護支
援専門員が含まれていることから，学習に向けてモ
チベーションが高い集団であったことも関与してい
ると考えられた。

Ⅲ．　今後に向けて

　介護支援専門員は，ケアプランの作成，サービス
事業者との連絡・調整，給付管理など，介護保険サー
ビスの利用を円滑に進めるための中心的役割を担う。
介護支援専門員は実務研修や更新研修など多くの研
修を受講することが求められている。同時にそれら
の研修受講が介護支援専門員にとって大きな負担と
なっているとも言われており，研修のあり方につい
て様々な議論が行われている。
　要支援・要介護者の多くが認知症，もしくは軽度

認知障害であることから，介護支援専門員にとって
認知症への対応は必須である。しかし，介護支援専
門員を対象として実施したアンケート調査では，多
くの介護支援専門員が認知症に関する研修を受けた
ことがあると回答しているにもかかわらず，認知症
対応にあたって医療との連携など様々な課題を感じ
ていること，また認知症に関する知識や制度に関し
て十分ではないと感じていることが明らかとなった。
　介護支援専門員を対象とした学習ニーズの調査や
学習・研修プログラムの開発としてこれまで継続的
に実施してきた取組では，認知症に特化した研修を
実施することで，介護支援専門員の認知症ケアマネ
ジメントの自己効力感は改善し，その効果は 3ヶ月
にわたって持続することが示された。今後は自己効
力感と実際のケアマネジメントの質の関係を検証す
ると共に，主任介護支援専門員以外を対象としても
同様の効果が得られるか検証していく必要がある。
　本取り組みの結果が介護支援専門員を対象として
効果的な研修のあり方を検討する上で有効な示唆と
なることが期待される。

図 7　令和 5年度第 2回研修の検証結果
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